


数字で見る資金不足問題
2017年秋、国際協力機構（JICA）が実施する新規実施予定案件の公示が相次いで中止・延期され、開発コ
ンサルティング企業をはじめとする国際開発業界が騒然となる事態が発生した。徐々にJICAが資金不足に
陥っているとも言われる実態が明らかとなりつつあるが、その経緯については、現在もなおさまざまな憶測が飛
び交っている。本号の特集ページ（15～24ページ）では、今回の問題の原因解明を試みているが、ここでは議
論の土台となるファクトを整理してみたい。
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上のグラフの通り、2017年度の新規実施予定案件の公示件数を、過去２年と比較すると、上半期は「業務実施契約」「業務実施契

約（単独型）」ともに例年通りのペースで公示がなされていると言えるが、９月以降は急激な落ち込みを見せている。特に、いわゆる「詳

細計画策定調査」や「終了時評価」をはじめとする、単独の業務従事者が役務提供を行う「単独型」の案件公示が著しく停滞してお

り、単独型案件を専門に取り扱う個人コンサルタントや中小規模のコンサルティング企業が大きな打撃を受けていることが推察される。

JICAが2017年度に資金不足に陥ったと言われる主な要因の一つとして、同年度より前に契約された案件に関する支払いが増加

したことが挙げられる。下の「年度別契約実績推移」のグラフを見ると、JICAが業務を委託した案件の総契約金額は、2015年度か

ら急激に増加している。その内訳を示す「分野別契約実績推移」では、このほど官邸主導で推進されている運輸インフラ分野を含む

「公共・公益事業」が圧倒的な伸びを見せているが、「商業・観光」「人的資源」「保健・医療」などの分野もこの５年間で増加している

ことが分かる。ただし、これらの数字のうち、特に「公共・公益事業」については、今回の予算執行の抑制が問題となった「一般勘定予

算」に加え、比較的資金に余裕があるとされる「有償資金協力勘定」に計上される「有償勘定技術支援」の契約金額も多く含まれて

いることに注意が必要だ。
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実態は不明

　国際協力機構（JICA）に前代
未聞の資金ショートが昨年9月頃
から発生し、その事実が10月、
11月、12月で顕在化して、週刊
誌『サンデー毎日』が12月17日
号で「国際協力機構　“資金不
足”に？―“受注60億円減る”
業界団体悲鳴」と初めて報道した。
そして、同じ毎日新聞系の『週刊
エコノミスト』も2018年1月2･9
日号で「予算管理で異例の“不手
際”―JICA見直し論も再燃か」
と報じた。
　週刊エコノミストの記事は、
JICAでは国際協力銀行（JBIC）
の有償資金協力（円借款）事業と
の統合後、旧JBICと旧JICAとの
職員の連携不足や、地域ごとの政
府開発援助（ODA）案件を扱う
「地域部」と開発テーマや課題ご
とに案件を扱う「課題部」の間の
調整不足が課題として指摘されて
きたと報じている。これは、かな
り内部事情を熟知している報道と
言えるが、それが必ずしも問題の

核心を衝いているとは言えない。
　それにしても、報道界が広くこ
の問題を取り上げなかったのは、
今までの報道界のODA報道パ
ターンである「ODA不正事件」
（汚職など）ではないからだと言
える。JICAの資金ショート問題
は、組織的なマネジメント能力の
欠落に起因しているとみられてい
るからである。産業界でも大企業
の経営的な不始末が多発している。
JICAの場合は、組織的な緊張感
の薄れた弛緩病に罹っているとも
言える。
　だが、JICA事業は私企業と異
なり、国民の税金（一般会計予
算）や政府の財投資金などで賄わ
れている。だから、今回の資金運
用の大ミスは、組織的な弛緩から
生まれた税金など公的資金の公正
にして効率的、効果的運用を犯し
ていると言っても過言でない。早
急に資金ショートがなぜ起こった
かを、単に運用上の問題だけでな
く、組織的なマネジメントの問題
としてとらえる必要がある。
　今回の資金ショート（最大300

億円と見る人もいれば、その半分
という人もいて、実態は不明）は、
現場的には課題部の技術協力など
の予算管理のマネジメント能力不
足に起因していると見られる。

予算マネジメント不足

　JICAの仕事は大きく言って、
援助される国の全体的な援助ニー
ズを探る「地域部」と、それらの
国々の教育、保健衛生、環境、農
業などの開発課題を専門的に探求
する「課題部」に分かれている。
　統合前のJICAは、技術協力を
中心に、国別、課題のニーズに基
づいて実施する機関であった。だ
が、円借款協力が移管されて以来、
その資金量も大きく、援助プロ
ジェクトもインフラプロジェクト
などのように大型化し、かつ最近
の政府のインフラ輸出戦略が強ま
るなかで、開発途上国の開発戦略
に焦点を当てている「地域部」へ
のインフラ輸出インパクトは大き
くなるばかりだ。ともすると課題
部の技術協力的な役割は、JICA
理事会においても過小評価される

傾向にあったと言われている。
　そうした逆境的なムードの中で、
2016年度がJICA５カ年計画の最
終年であることもあって、「課題
部」の技術協力プロジェクト発掘
もヒートアップしたものと見られ
る。JICAには、仲間うちにだけ
通用する隠語として技術協力の
「根雪」という言葉がある。これ
は過去からの技術協力案件が累積
された状況を指している。JICA
では５カ年計画の最終年というこ
ともあって、この根雪プロジェク
トの上に新しいプロジェクトを必
死に発掘し、懸命に積み上げてき
た。ところが気がついてみると、
年間予算600億円をオーバーして
しまった。
　とにかくJICAマンは概して
“プロジェクト大好き人間”であ
る。もっともそれがJICAマンに
なる第1の条件であるから、当た
り前と言えば当たり前の話である。
だから、援助プロジェクトの発掘
にも熱が入る。同じODAでも円
借款協力は返済義務を伴う協力な
ので、相手も慎重にプロジェクト
を選ぶ。一方、技術協力は無償援
助ゆえに、開発途上国側に何でも
欲しいものを要請する傾向がある。
だから、要請プロジェクトが次々
と積み上がっていく。
　優良プロジェクトが次々と積み
上げられると、プロジェクト好き
なJICAマンは予算がオーバーす
るのも忘れて、次々と勇んで援助
案件化していく。

JICA司令塔の設置か

　これからは、恐らく2017年度

から始まるJICA５
カ年計画の見直しと
ともに実施計画、実
施体制（課題部と地
域部を含む）の抜本
的な改革が必要とな
ろう。その見直しの
中では、案件公示の
大幅削減、案件実施
の引き延ばしが行わ
れる可能性が強い。
　ところが、技術協
力のなかには10億
円にも達する大型の
ものがある一方で、
たとえば、評価事業
などは概して何千万
円単位のものも多い。ところが、
技術協力畑で協力する民間専門家、
民間企業グループも零細な小規模
受注者が多い。実は、こういう民
間受託層が日本のODAを底辺で
支えている。
　開発コンサルティング企業は一
般企業に比べて資金面でも人材面
でも零細である。また、各コンサ
ル企業は前年に基づいて年間の経
営計画を立て、資金から人材まで
を計画的にマネージしようとして
いる。そのルーティンに狂いが生
じたら一気に経営不振に陥る恐れ
がある。つまり、ODA実施を底
辺で支えている民間グループの崩
壊にもつながりかねない。従って、
JICAのこれからの対応策でも、
小規模会社をまず優先して、
JICAミスのシワ寄せを最小限度
に抑えるよう配慮する必要がある。
　基本的な対応策は、「マネジメ
ント能力強化」の一環として組織

的なタテ割りを統括する“JICA
司令塔”の構築であろう。JICA
全体として現在の企画部だけでは、
今や主役を演じる地域部のインフ
ラ中心の円借款部門だけをマネー
ジするだけで精一杯であり、課題
部の小口の技術協力にまで目が届
かない状況にあると言える。課題
部には予算管理を含め、課題部全
体を統括する司令塔のような総括
部署が必要ではないだろうか。本
来ならば、全体的な実務面での最
高位の“理事会”（民間の重役会
議）が重要な役割を果たさなけれ
ばならないのに、円借款の大型案
件の処理に明け暮れて、小型の技
術協力にまで目が行き届いていな
いと言われている。
　これからは、少ない予算で最大
の効果を生むような実施体制づく
りを陣頭指揮するのがJICA理事
会の最大の役割であることを肝に
銘じるべきである。
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前代未聞のJICA資金ショート事件
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ODAを支える者たちを泣かしてはならない



JICA資金ショートの実像～開発業界に広がる余波総　論1

　
説明責任と原状回復を

  このほか、本誌が取材した業界
関係者の中には、今回の資金問題
の要因として、2008年に旧JICA
と旧・国際協力銀行（JBIC）の
統合を由来とするJICAの組織体
制や、官邸主導によるODA体制
を疑う声もあった。今回の特集で
は、JICAの山中部長ご本人にこ
うした疑問にも回答してもらった。
また、関係機関として、外務省の
コメントも掲載している。
　さらに、今回影響を受けたコン
サルティング企業の生の声を匿名
で取り上げている。JICAが各社
に対して具体的にどのような対応
を行ったのか語ってもらいつつ、
JICAと仕事をする中で感じる問
題点などの意見をもらった。そし
て、最後に本誌の論説委員でもあ
る（株）レックス・インターナシ
ョナルの橋本強司氏が、今回の資
金問題と絡めて今後の在るべき
ODAの実施体制を論じている。
　今回の資金問題は、現在もさま
ざまな憶測が飛び交っているが、
その原因を安易に10年前の統合
や官邸主導の問題にすり替えてし
まうと、本質を見失いかねない。
しかし、JICAの予算管理と事後
対応の仕方に問題があったことは
事実だ。長年培ってきたコンサル
ティング業界の信頼を取り戻し、
開発途上国との関係にも影響が及
ばないよう、JICAは関係者への
説明責任を果たし、現状回復に注
力することが重要だ。

（本誌編集部：吉岡　資）

立行政法人が「独立行政法人通則
法」などに従って定める３～５カ
年を期間とする事業計画のことを
指す。この中期計画の終了時に、
政府による業務全般の評価が行わ
れるため、単年度予算に余剰金が
生じると５年の期間中は積み立て
を行い、計画期間の終了時にまと
めて精算される。その際に余剰金
の積み立てが残っていれば、いわ
ゆる「国庫納付」をしなければな
らない。つまり、2017年度が新
たな中期計画の初年度であるとい
うことは前年度からの積み立てが
なく、予算執行のための資金が例
年より少ないことを意味している。
　②の大型技プロ案件の支出も、
中期計画と関連している。という
のも、JICAの中期計画の最終年
度は、他年度に比べて新規案件の
契約金額が増える傾向を示してい
るからだ。これは、積み立てた資
金の消化も背景にあるとされる。
2016年度も技術協力の新規契約
金額が大きく伸びており、当然、
1７年度以降にこれらの契約金額
の大部分の支払いが待っているこ
とになる。
　ただし、ここで「大型技プロ案
件」とは、何を指すのか。16年
度の業務実施契約の調達実績を見
ると、10億円以上の大型技プロ
案件として約37億円で契約され
た「フィリピン南北通勤鉄道事業
（マロロス―ツツバン）詳細設計
調査」や、約12億円の「バゴー
橋建設事業詳細設計調査」などが
ある。さらに、12月には「イン
ド高速鉄道建設事業詳細設計調

査」が、およそ278億円という破
格の金額で契約されている。
　しかし、これらはいずれも「有
償勘定技術支援」と呼ばれるもの
で、今回ひっ迫したとされる「一
般勘定運営費交付金」とは、別の
財布から資金が出ている。山中部
長も「有償勘定には一切影響がな
い」と断言している。
　一方、2017年２月～３月にか
けては、「エジプト国エジプト日
本科学技術大学プロジェクトフェ
ーズ２」（いわゆるE-JUST）の
業務委託で、５件の特命随意契約
がなされている。その総額は約９
億9,700万円。これが一般勘定の
ひっ迫要因となったとも言えるが、
この１件のみが原因とは言えず、
継続案件も含めた案件の積み重な
りによって、多額の支出が集中し
たものと見られる。
　なお、③の「2017年度上半期
の予算執行が順調であった」は、
必ずしもその正確な意味が明らか
ではないが、同年度上半期の新規
業務実施契約が過去年度と比べて
も変わらないペースで成立したこ
とも指すのではないかと見られる。
　総じて考えると、今回の問題は
中期計画の最終年度である2016
年度に技術協力の新規契約が積み
上がった結果、17年度は、前年
度から積み立てられた余剰資金も
ない中で支払いだけが膨んだ。そ
のため、17年度上半期のうちに
新規契約を抑制しなければならな
かったが、その対応も遅れ、10
月頃から突如として予算執行の調
整が行われたと言えそうだ。

執行を抑制

　「民間企業であればあり得な
い」―開発コンサルティング業界
でこのような不満の声が聞こえ始
めたのは、2017年の秋のこと。
国際協力機構（JICA）が、同年
度の一般勘定の予算ひっ迫を理由
に、例年と異なる不規則な動きが
目立ち始め、コンサルティング企
業各社はその対応を迫られた。　
　その動きとは、主に２つ。一つ
は、10月ごろから「業務実施契
約」の新規公示の取り消し・延期
を相次いで行ったこと。そして、
もう一つは、既契約案件の前払い
金や部分払い金の支払い猶予など
を委託先のコンサルティング企業
各社に内々に頼み始めたこと。い
ずれも2017年度の予算執行の抑
制を目的としている。
　これによって、各社はさまざま
な影響を受けた。ある企業は、国
際協力機構（JICA）が公示する
技術協力プロジェクトへの入札参
加の段取りを進めていたが、プロ
ポーザルを提出する２時間前に
JICA担当者から電話で案件中止
を伝えられた。また、別の企業は
JICAから2018年度に清算予定で
ある案件の実施にかかる経費を減
らすよう依頼されたともいう。
　現在（18年２月）の状況は、
10月当初と比べるとやや落ち着
きを取り戻しているが、新規案件

の公示は依然として低調だ。特に
11月以降、「業務実施契約（単
独型）」の案件については９件の
公示がなされるにとどまっており、
単独型を専門に受注している中小
規模のコンサルティング企業にと
って死活問題となっている。

「無理なお願いはしない」

　今回の事態を受けて、コンサル
ティング企業各社からJICAに対
して詳細な事情説明を求める要望
が殺到し、11月に（一社）海外
コンサルタンツ協会(ECFA)が仲
介する形でJICAが説明会を開い
た。会場には70社以上のECFA
会員企業が参加している。
　参加者によると、説明会では
JICAの山中晋一企画部長が登壇
し、「資金ショート」とも言われ
た今回の騒動の経緯を説明した。
その上で、参加企業に向かって
「資金管理に不備があったことは
否めない」とし、「支払いの先送
りを依頼した各部署にヒアリング
を行った結果、前払いや部分払い
の分割・繰り延べを安易にお願い
していた面がある。今後、契約済
み案件の支払い減額や先送りはし
ないよう指示した」「すでに無理
なお願いがされているものは、取
り下げる」と述べたという。一方、
新規案件の公示については、今後
も先行きが不透明であることを認
めている。

　この説明は、ともすると各案件
の担当部署の課長や担当者が企業
に内々に持ちかけた依頼を組織の
責任者が事後的に把握して、謝罪
したとも受け取れる。あるコンサ
ルティング企業の担当者は後日、
本誌の取材に応じ「どの部署も
“無理なお願いはしない”という
枕言葉を付けて各社にお願いに回
っており、対応が統一されていた
ようだ。一体、誰が指示したのだ
ろうか」と首をかしげている。
　また、当日は参加企業から
「JICAは無理なお願いをしてい
ないつもりかもしれないが、我々
は立場上、引き受けざるを得ない。
すでに依頼している支払いの先送
りをキャンセルするようJICA内
部で対応を徹底すべきでないか」
との声が上がった。現在、JICA
が支払いの繰り延べ依頼を取り消
した案件もあると聞くが、こうし
た対応がどこまで徹底されている
のかは定かではない。
　
資金不足はなぜ起きたか

　なぜ、JICAは突如、予算執行
の抑制を図ったのか。前出の山中
部長が説明会で話したとされるの
は、①2017年度が中期計画の初
年度であったこと、②大型技プロ
案件の支出が集中したこと、③上
半期の予算執行が順調であったこ
と、の３点だ。
　まず、①の中期計画とは、各独
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徹底されない予算管理
事後対応にも不満の声


